
































































































































































































































音　声　伝　送 97．8 95．5 92．7 92．7
NTT東 97．6 95．1 92．2 90．4専用












































































































年度 1994 1995 1996 19971998 1999 2000 2001 20022003
ZC接続 19．78円18．45円14．48円 12．93円11．98円10．84円7．65円 5．88円 4．78円 5。36円






































































設　備 法定耐用年数 　2000年度i経済的耐用年数） 　2003年度i経済的耐用年数） アメリカ
デ　ジ　タ　ル交換機 6年 11．9年 15．6年 16年









管　　　　　　　　　路 27年 52．2年 56年
アナログ公衆電話機 9年 10．9年 14．8年
デジタル公衆電話機 6年 6．1年 7，5年
伝　　　送　　　装　　　置 6年 8．4年 10．24年
（注）2000年度の相互接続料金算定における経済的耐用年数のうち，メタルケーブル，管路，伝送装置につい
　　ては，時間的な制約等から推計は行われなかった。
（出所）郵政省「接続料算定の在り方について」，2000年および総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏ま
　　　えた接続料算定の在り方について」，2002年，総務省「長期増分費用モデルプログラムCD－ROM」，
　　　2002年をもとに作成。
の相互接続料金算定に際して用いられた経済的耐用年数は，デジタル交換機を除いて法定耐用年数と
さほど差異がなかったことがわかる。他方，2003年度からの相互接続料金算定に際して用いられた
経済的耐用年数は，法定耐用年数，2000年度の経済的耐用年数と比較して長期となっており，相互
接続料金の引き下げに圧力をかけてきたアメリカにおける耐用年数とほぼ同じ水準になっていること
がわかる。このように，アソバソドル要素原価の大部分を占める減価償却費の算定に際して用いられ
る経済的耐用年数は，税法で規定されている法定耐用年数とは異なり，規制当局の裁量によって推移
し得るものであり，その経済的耐用年数によって算定される減価償却費，そしてアンバンドル要素原
価は規制当局によって創出可能となっているのである。
　第三に，アンパソドル要素単位原価の算定段階においてである。アンバソドル要素単位原価は，ア
ソバンドル要素原価を通信時間たるトラピック量で除することによって算定されるため，分子である
アソバソドル要素原価だけではなく，分母であるトラピック量の増減によっても影響を受けることに
なる。規制当局が決定するトラピック量の採用年度に着目すると，2000年度から2002年度までの相
互接続料金については，3年間固定して1998年度のトラピック量が採用されており，1998年度より
も増大した1999年度および2000年度のトラピック量は相互接続料金の算定において用いられず，こ
れらのトラピック量（分母）の増大分は相互接続料金に反映されなかった。また，2003年度の相互
接続料金については，近年の固定電話の構造変化（ADSLの普及，　IP電話への移行等）によるトラ
ピック量の下降傾向を最大限利用するため，2000年度を境に下降している2001年度下期および2002
年度上期までの直近のトラピック量（分母の減少）を採用することによって，ZC接続の相互接続料
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金が引き上げられることになった（図表6参照）41。これらのことから，アソバンドル要素単位原価
算定の一要素であるトラピック量の採用年度は規制当局によって政策的に選択されており，その結
果，相互接続料金の基礎となるアンバソドル要素単位原価は規制当局によって恣意的に創出されてい
たのであった。
　このように，長期増分費用方式では相互接続料金算定に至るまでの三つの段階において，規制当局
の政策的な判断，裁量が多分に介入する余地が残されている料金設定方式である。そのため，長期増
分費用方式による相互接続料金の基礎となるアンバンドル要素原価およびアソパンドル要素単位原価
は，公正報酬率規制，プライス・キャップ規制における原価概念と同様，弾力的な性格を有してお
り，規制当局は長期増分費用方式という法令で規定された料金設定方式の中で相互接続料金を創出す
ることが可能となっている。
V　おわりに
　本稿では，公正報酬率規制，プライス・キャップ規制，長期増分費用方式それぞれの料金設定方式
の中で，電気通信料金がどのように創出され得るかについて検討した。
　電気通信料金は公共料金ゆえに，特に競争の進展していないサービスでは法令で規定された料金設
定方式にしたがって算定されることになり，この料金設定方式に基づいて算定されたことを提示する
ことによって，利用者に対する社会的合意が形成される。しかしながら，実際の電気通信料金は料金
設定方式にしたがって算定されているというよりは，規制当局によって料金があらかじめ決定され，
規制されている。そして，料金設定方式の中でそのあらかじめ決定された電気通信料金に見合うよう
に原価が創出され，あたかも料金設定方式にしたがって料金が算定されているかのように提示される
のである。本稿で取り上げた公正報酬率規制，プライス・キャップ規制，長期増分費用方式のいずれ
の料金設定方式も電気通信の料金設定の基礎となる原価を創出し得る要素が存在しており，原価を弾
力的に創り出すことが可能となっている。
　このように，電気通信料金は料金設定方式における原価計算によって創り出されるものであり，電
気通信の料金設定において現実に実在しない実体が創出されるのである。そして原価計算は，その創
出された実体を料金設定方式の中において電気通信料金の基礎となる原価に変換することで，電気通
信料金を社会的合意の得られた公共料金として存在せしめていると考えられる。従って，電気通信の
料金設定においては，実体を写し出すという原価計算の写像機能が作用しているというよりは，実体
を創出せしめるという原価計算の創出機能が第一義的に作用していると考えられる。
（注）
1片野一郎先生・松本雅男先生還暦記念論文集刊行会『現代会計学の基礎理論』，同文舘，1966年，251頁および
　大即英夫・君塚芳郎・近藤禎夫・敷田禮二・中村美智夫・成田修身『原価計算』，有斐閣，1972年，299頁。
2山口操『原価会計情報システム論』，慶鷹通信，1989年，226頁。
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3千葉修身「現代ドイッのコソッェルソ製作原価『写像』論の構造」『会計』，第154巻，第5号，1998年，63頁。
41984年に制定された改正前の電気通信事業法第31条では，料金規制の基本原則しか定められておらず，公正報
　酬率規制による総括原価は「電気通信料金算定要領」において規定された。
5第一種電気通信事業者とは，自ら電気通信回線設備を設置して電気通信サービスを提供する事業者であり，
　NTT以外のDDI（現在では，　KDDI），日本テレコム等の電気通信事業者も第一種電気通信事業者に含まれる
　ことになる。従って，公正報酬率規制は，NTTおよびNTT以外の新規参入の電気通信事業者においても採用
　された。　’
6電電公社時代の前半では，営業費用，他人資本コストに「設備拡張資金の一部のための内部留保金」を含めた
　費用積上げ方式による総括原価が採用された。また，電電公社時代の後半では，営業費用，他人資本コストに
　「公共的必要余剰」を含めた資本コスト方式による総括原価が採用された。
7拙稿「電気通信の料金設定～総括原価からプライス・キャップ規制まで～」，明治大学大学院修士学位論文，
　2001年，24頁。
8林敏彦編r講座・公的規制と産業③　電気通信』，NTT出版，1994年，61頁。
9福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，29頁。
10林，前掲書（注8），61頁。
11この方式は料金算定方式Aと呼ばれ，加入電話料金に適用された。他方，端末機器使用料，付加機能使用料に
　適用された料金算定方式Bは，サービス提供に必要な電気通信設備の固定資産の額（創設費）をもとに未来原
　価を算定した。「電気通信料金算定要領」，郵電業第19号，1986年および林，前掲書（注8），58頁～59頁。
12佐藤博明「公共料金算定原則と格差・水増し計算一電気料金にみる総括原価主義の実態一」『経済評論』，第24
　巻，第10号，1975年，53頁。
13公正報酬率規制による総括原価の公表について東日本電信電話株式会社に問い合わせたところ，公正報酬率規
　制に関わる原価は公表されていないとの回答をいただいた。
14電気通信事業以外の公益事業においては，各サービス単位ごとではなく，企業全体で総括原価が算定される。
15敷田禮二・近藤禎夫編『現代管理会計論』，日本評論社，1976年，125頁。
16醍醐聰編『電気通信の料金と会計』，税務経理協会，1994年，15頁。
17同上書，16頁。
18自己資本利益率の上限は，日本銀行調査統計局「主要企業経営分析」による主要企業の平均自己資本利益率を
　基礎にして設定され，下限はゼロとして設定された。
19秋山義継「総括原価方式と上限価格規制について」『拓殖大学論集』，第3巻，第2号，1995年，252頁～253
　頁。
20事前届出制については，電気通信事業法第31条第1項および第2項で規定されている。
21プライス・キャヅブ規制については，電気通信事業法第31条第3項で規定されている。
22醍醐昌英「プライスキャップ規制の公正報酬率規制に対する優位を具体化する方法の考察」r公益事業研究』，
　第48巻，第1号，1996年，68頁。
23拙稿「電気通信事業における料金規制一プライス・キャップ規制を中心として一」『商学研究論集』，第14号，
　2001年，534頁～535頁。
240ECD・山本哲三『プライスキャップ規制一理論と実際一』，日本経済評論，1997年，10頁。
25外生的要因とは，消費税および法人税の変更，規制制度の変更等，NTT東西の管理外で発生する原価の変化
　であり，2000年度のプライス・キャップ規制導入当初からゼロとされている。
26マイライソとは，電話会社事前登録制のことである。従来，利用者が新規参入の電気通信事業者を利用する場
　合，事業者識別番号（例えば，日本テレコムは「0088」）が必要であった。この事業者識別番号の煩雑さは，
　NTTと新規参入の電気通信事業者との公正競争が図られないという観点から，利用する電話会社をあらかじ
　め登録するマイラインが導入されることになった。日本経済新聞，2001年1月10日朝刊3面および総務省編
　『平成13年版　情報通信自書』，ぎょうせい，2001年，248頁。
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27郵政省「上限価格方式の運用に関する基本的考え方」，2000年。
28総務省「『プライス・キャップの運用に関する研究会』報告書」，2003年。
29郵政省，前掲資料（注27）。
302000年度からの生産性向上見込率算定に際しての報酬率の上限は3．36％，下限は1．26％と設定されており，
　NTT東は2．46％，　NTT西は1．26％の報酬率を用いた。また，2003年度からの生産性向上見込率算定に際して
　の報酬率の上限は1．98％，下限は0．96％と設定されており，NTT東西は中間値である1．47％の報酬率を用い
　た。郵政省「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の提供する特定電気通信役務の基準料金指
　数の設定について」，2000年および総務省「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の提供する
　特定電気通信役務のi基準料金指数の設定について」，2003年。
31総務省，前掲資料（注28）。
32電電公社の民営化直後の相互接続料金は，一般の利用者料金を用いた足し算料金制が採用された。また，1994
　年のアクセス・チャージ制度採用以降は，NTTの原価に基づいて相互接続料金が算定されることになった。
33佐藤治正「電気通信産業における競争ルール整備を巡る議論一増分費用導入とユニバーサル・サービスを中心
　に一」『三田商学研究』，第43巻，第3号，2000年，123頁。
34高三潴美穂「NTT接続料金引き下げ問題」『レファレソス』，第591号，2000年，70頁。
35長期増分費用方式の概念とその算定方法，そして長期増分費用方式に関わる問題点については，拙稿「長期増
　分費用方式による相互接続料金の算定方法」『商学研究論集』，第19号，2003年で検討しており，以下の記述も
　この拙稿を参考にしている。
36総務省「長期増分費用モデルプログラムCD－ROM」，2002年。
37長期増分費用方式は，電気通信事業法第38条の2第4項で規定されている。
38例えば，き線点RTコストの帰属問題等において両者の意見は相違している。
39NTT東日本「網使用料算定根拠（平成15，16年度）」，2003年をもとに筆者が計算した。
40NTT東西によって実際原価で報告される接続会計財務諸表においては，各設備の法定耐用年数にしたがって
　減価償却費が計上される。
41ZC接続の相互接続料金引き上げに対してKDDIなどの新規参入の電気通信事業者は，総務省を相手取り行政
　訴訟を起こした。日本経済新聞，2003年7月18日朝刊13面。
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